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1. 目的

 本調査は、低線量域の放射線が人体に与える健康影響について科学的知見を得ることを目的として、 

1990 年度から文部科学省の委託を受けて開始した事業である。 

2. 調査対象と調査方法

 本調査では、当協会放射線従事者中央登録センターの登録者を対象として、氏名、生年月日、住所を基

に、住民票の写し等の交付を受けて生死確認を行い、人口動態調査死亡票との照合により死因を調査し、

その後、従事者の死亡率と日本人男性死亡率(20 歳～85 歳末満）との比較（外部比較）、並びに累積被ば

く線量との関連性の解析（内部比較）を行った。1999 年 3 月末までの登録者のうち、2004 年 3 月末まで

前向きに生死を追跡できた約 20 万 1 千人（男性）について解析した。死因調査は 2002 年 12 月 31 日ま

での死亡者を対象としたので、今回の観察期間は 1991 年から 2002 年である。 

 外部比較では、日本人男性の年齢 5 歳階級別死因別死亡率から期待死亡数を求め、潜伏期を仮定しな

かった。 

 内部比較では、年齢、暦年、および最新住所地による地域を調整し、線量群を無視した解析対象者全体

の年齢 5 歳階級別死因別死亡率から期待死亡数を求め、また、潜伏期（白血病 2 年、その他の新生物 10

年）を仮定した。 

3. 主な結果とその考察

 外部比較では、全悪性新生物の SMR（標準化死亡比）は 1.02(95%CI、0.98-1.05)であり、日本人男性死

亡率と比べて有意差は認められなかった。部位別では、肝がん、肺がんは 1.13(1.04-1.23)、1.08 (1.00-

1.17) と有意に高かった。しかし、白血病を含めその他の部位のがんには、有意の高値は認められなかっ

た。 

 内部比較では、白血病(CLL を除く）の死亡率では、累積線量と共に増加する有意の傾向は認められな

かった(p=0.657)。白血病を除く全がんの死亡率は、累積線量と共に増加する有意の傾向を示した

(p=0.047)。部位別では、食道がん(p=0.002)、肝がん(p=0.040)、および多発性骨髄腫(p=0.021)の死亡

率が、有意の増加傾向を示した。 

 白血病を除く全がんの潜伏期を 15 年、20 年と仮定した場合には、有意の増加傾向を示さなかった。ま

た、喫煙関連がんの傾向性は有意で(p=0.022)、一方、喫煙非関連がんは有意ではなかった(p=0.750)。 



 累積線量増加に応じて、一部の消化管のがん死亡率が有意の増加傾向を示したことについて、発がんに

関連する生活習慣等が影響している可能性を考慮する必要があること、これらの部位は特に放射線によ 

って腫瘍が誘発されやすい臓器として報告されてはいないこと、さらに観察期間が未だ短いことから、現

段階で放射線の影響によると認めることは困難である。多発性骨髄腫については症例数が極めて少ない

ので、放射線との関係を論じるにば慎重でなければならない。 

4. 評価

 総合的に評価すると、本調査の結果では、低線量域の放射線が悪性新生物の死亡率に影響を及ぼしてい

る明らかな証拠は見られなかったと言える。今後とも、この調査を長期に亘って継続するとともに、生活

習慣等の情報を得ている部分コホートを対象に、生活習慣等を調整した解析を行い、交絡因子の影響につ

いて検討することが必要である。（了） 


